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基調講演 1「『国難』となる最悪の被災シナリオと減災対策」 

河田 惠昭（関西大学社会安全研究センター長・教授） 

 

1.はじめに 

 「国難」となる最悪の被災シナリオは、もうだいぶ結論が見えてきました。タイトルに

は「減災対策」まで入っていますが、対策をする前に日本はつぶれてしまうというのが結

論です。 

 12 月 24 日に自由民主党の二階俊博総務会長にお会いしました。今、国土強靭化の基本

計画にのっとって、自治体レベルで国土強靭化の具体的なプログラムを出すことになって

います。これは財源が付いているので、南海トラフ巨大地震で大きな津波がやってくる自

治体は、事前復興計画をその経費で作ることは可能です。ただ、一部でも自治体の負担が

入るので、その辺の濃淡の差があります。私は二階総務会長に、「国民運動と言う限りはど

こかでやめなければいけないが、やめるとまた元の木阿弥になる。だから、防災省をつく

ってもらいたい」と言ったのです。地震庁や火山庁など、自分たちの専門だけを考えたこ

とを言う研究者がいるのですが、庁ではなくて防災省です。別に名前は防災省でなくても、

国民安全省でもよいのです。要するに、今の社会はいろいろな意味でリスクが多いので、

これをきちんと正面から、日常の業務として対応する省をつくらない限り、首都直下地震

などは太刀打ちできません。 

 残念ながら、あまりいい政治家、いい経済指導者がいないので、なかなか旗を振ってく

れないのですが、長い間言う者が必ず勝つので、これからしつこく、事あるごとに言おう

と思っています。今年の年賀状にそれを書こうと思ったら、そのようなことは書かない方

がいいと娘にたしなめられたので、具体的には書きませんでした。国難が起こってからで

はなく、起こることを前提に、真剣に被害にどのように対処するか考える試みは初めてだ

と思います。 
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2.自然災害に対する誤解 

 自然災害を自然現象だと思っている人がまだたくさんいます（図表1）。私のいた古巣の

京都大学防災研究所の研究者も大半がこう思っているのです。 

 今年、新年互礼会に久しぶりに行ったら、所長がさえないことを言っていました。ご承

知のとおり、旧国立大学は 6 年単位の中期計画が進んでいますが、第 2 期が終わり、今年

4 月から第 3 期に入るということで、評価を受けています。京都大学には人事権のある研

究所が 17 あります。日本一です。その中で一番大きいのが、教授が 36 人いる防災研究所

です。私が退職するときは、通知簿の成績は SABC の Sだったのですが、今度は A に落ち

たそうです。それで所長が、「インパクトファクターのある英文の雑誌に出してくれ」と言

うので、この人も分かっていないと思いました。そうではなく、評価の基準を変えないと

いけないのです。基礎物理学研究所など、ピュアサイエンスの研究を行っているところと

勝負したら、向こうはそれを書くのが仕事なのですから負けるのは当たり前です。社会に

どれだけ役立っているかという実践性を評価基準に持ってきたら、そんなことにはならな

いのです。インパクトファクターが高くても、そんなものは一部の人間しか価値を認めて

いないので、災害が起こったときに被害はどうしたら少なくなるのかという、非常に応用

の利く成果を出していくのが防災・減災研究の神髄だと思うのです。社会の役に立つとい

うことは、研究所の存立基盤として大切な理由ですから、それをきちんとやってもらいた

いのです。 

 私は人と防災未来センターのセンター長で、国際防災・人道支援協議会をつくって、年

1 回、国際シンポジウムを開催しています。昨日、それが神戸ポートピアホテルで行われ

ました。二つテーマがあって、一つは昨年 4 月 25 日に起こったネパールの地震の後の復

旧・復興をどうするのか、国際協力をどうするのか。もう一つは昨年 3 月にあった第 3 回

国連世界防災会議の仙台防災枠組を兵庫行動枠組からどうエクステンションしていくか、

そして 15 年先にどのようなファイナルなプロダクトを持つのかというものでした。この

ような議論をしたのですが、その前提が、国際防災実務機関の人たちになかなか共有化さ

れていないということを総括で紹介しました。 
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 今、ネパールの人口は 2800 万人です。これが 1995 年は 2000 万人でした。ものすごく人

口が増えています。20 年前は、人口の 70％が第 1 次産業就業者、要するに農民でしたが、

今は 60％になっています。でも、貧困と災害の悪循環がクリアになります。ネパールの場

合は、男子が土地を相続します。人口が増えるということは、男子の数が増えるというこ

とで、農民が相続する面積がどんどん減っていきます。つまり、放っておいたら、貧しく

なるのです。ですから、ジャングルや渓谷を開墾して棚田を作るなど、いろいろな努力を

して、国を挙げて耕地面積を増やしています。でも、もともとそこは災害に弱い場所なの

で、土砂災害あるいは洪水災害に見舞われます。山国だから土砂災害が多いのではないの

です。山国の危ないところに人が生活するようになるから災害が増えているのです。ネパ

ールは雪も多いし、なだれも多いだろうから、災害が多いのだということではないのです。

人の数が増えて、農民が多いから耕地面積を増やさないといけないということで、あまり

条件の良くない場所に耕地ができて、大雨が降ったとき、以前は山だったからどうという

ことはなかったけれど、駄目になります。 

 土地がなくなってしまったら、カトマンズに出てくるしか仕方がありません。今、カト

マンズ盆地に 200 万人が生活しています。そこで地震が起こったのです。農村からカトマ

ンズに入ってきた年齢の若い人たちは、カトマンズで仕事を得ようとします。日本のユニ

クロなど、製品に占める労働賃金の割合が高い企業ほど、労働賃金の安いところへ出てい

るので、仕事はあるのです。都市にとっては、土地なし農民が流入してくるのは、労働賃

金が上がらないからウェルカムです。安全なところに安い土地が残っているわけではない

ので、彼らは川の中州にバラック小屋を造ったり、もともとのスラムに入り込んだりして、

また災害の被害に遭います。それの繰り返しなのです。これを何とかしない限り、ネパー

ルで起こった災害は、これからもずっと繰り返すということです。そのような流れの中で、

防災教育をどうするか、住宅の耐震化をどうするかという位置付けを考えなければいけな

いのです。そのようなことを考えずに、いきなり学校教育に防災を入れたら何とかなると

いう単純なものではなく、ちょっとやれば成果が出てくるような社会ではありません。防

災は重要だけれど、その効果が表れてくるまでには、ものすごく時間がかかります。その

時間がかかる中で、軸が揺れてしまうと、何の効果もなくなって、やったことがあるとい

うだけで終わってしまうのです。 

 わが国でも、災害というのは社会現象で、社会的に大きなインパクトがあるからなかな

か立ち直れないのです。東日本大震災も、もうじき 5 年を迎えますが、決して復興はうま

くいっていません。まちづくりが孤立してしまっているからです。津波防波堤造りと高台

移転とまちづくりを、それぞれ縦割りでやっているのです。復興庁でも横に全くつながっ

ていません。これではうまくいくわけがありません。しかもこれからお金がなくなります。

今まで 20 兆円使っているので、これからの 5 年、6 兆円少ししかありません。ですから、

災害の問題は社会問題なのです。 

 ところが、残念ながら、自然科学系の研究者は増えているのですが、社会科学系の研究

者は減っているのです。ニーズがあるにもかかわらず、なかなか新しく若い人がこのよう

な分野に入ってこないというのは、非常に大きな問題です。ですから、防災・減災という

のは、極めて政治的な課題であるという認識が要ると思います。 
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3.災害対策の前提となる最重要事項 

 しかも悪いことに、阪神・淡路大震災から今まで、人的な被害が出た地震災害は、日本

だけで 140回起こっているのです。もう本当に活動期に入っています（図表2）。ですから、

特殊な人ではなく、いつでも、どこでも、誰でも地震に遭遇するという環境がずっと続い

ているということをきちんと考えなければいけないのです。 

 かつては、地元すなわち神戸、大阪、東京、名古屋など各地で発生する災害を主対象に、

地域防災計画で対応を考えていればよかったのですが、今は、首都直下地震や南海トラフ

巨大地震をまず考えければいけません（図表3）。確かに首都直下地震が起こっても、神戸

で物理被害は出ません。でも、甚大な社会経済被害が出ます。つまり、今の企業が持って

いる BCP の前提条件を変えなければいけないのですが、そのような動きはなかなか起こっ

ていません。わが国全体に大きな影響があります。人間の体で言ったら、首都直下地震は

脳梗塞のようなものです。脳梗塞が起こったら、手足がまひします。東京で地震が起こっ

たら、神戸や大阪の経済はまひします。そういう災害は今まで経験していません。それだ

 

2  

3  
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けではなく、富士山の噴火、利根川・荒川の洪水、東京湾の高潮が起こると、同じような

ことになるので、起こってからではなくて、起こる前に何とかしなければなりません。 

 ですから、私が日ごろから言っているように、今の災害対策基本法を全面的に改めなけ

ればならないのです。あれは二度と被害を繰り返さないという法律です。広島で国交省と

広島県土木部が一生懸命、砂防ダムを造っていますが、あんなものは放っておいても、あ

と 30～40年、いくら雨が降っても、絶対に土砂災害は起こりません。全部滑ってしまって、

もう滑るものがないからです。皮肉です。起こったらやる。大体、そう簡単には起こらな

いものです。1993年の北海道南西沖地震で、奥尻島の 10m の津波が来たところには、11m

を超える津波防波堤ができています。そのとき津波が来なかったところは何もありません。

次は、そのとき来なかったところに津波が来るのです。こういうことに目を覚まさなけれ

ばいけません。被害が小さいときはそれでよかったけれど、国がひっくり返るかもしれな

いというときに、起こったら二度と起こらないようにするなどという法律は変えなければ

なりません。 

 政府も東日本大震災の後、災害対策基本法を 2 回大きく変えました。それでも不十分な

のです。もともと地方分権の流れで作っている法律で、市町村、市町村が駄目なら都道府

県、都道府県が駄目なら内閣府防災、それで駄目なら首相というボトムアップ型の体制が

変えられないからです。今国会で安倍首相は緊急事態条項をもっと動きやすいようにする

と言っていますが、そんな姑息なことはやってはいけないのです。とにかく、憲法から変

えなければいけません。憲法には、災害のことなどどこにも書いていません。環境のこと

もどこにも書いていません。だから、災害問題や環境問題が抜本的に国の大切な仕事だと

いうことにならないのです。安保法制と同じように、現実に目を向けて、解釈を変えてち

ょろっとやる、日本政府はそういうことが得意なのですが、そういうことをやってはいけ

ません。正面突破で、国民の意見を惹起する、みんなで考えるというプロセスが民主主義

の成熟過程ですから、それを嫌って、何とか収まりのいいように考えてやるという姑息な

ことをやる時代ではない、みんながもっと賢くならないといけない時代になっているとい

うことです。日本がタイタニック号になっては困るので、その前に氷山があるのだったら、

何とかしなければいけません。 

 しかも、首都直下地震も何海トラフ巨大地震も、どちらもスーパー広域災害になるので
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す（図表4）。首都直下地震は、物理的被害はスーパー都市災害ですが、社会経済被害はス

ーパー広域災害です。東京が被害を受ければ、全身にその被害が及びます。例えば、愛知

県はとても大きな GDP を稼いでくれていて、今は盛んだからいいのですが、起こった途

端に駄目になります。そうすると、リニア新幹線を東京と名古屋だけ先に通すというのが、

いかに田舎者の考えるしょうもないアイデアかということが分かります。あれはナショナ

ルプロジェクトでやらなくてはいけません。東海地震が起こったら、東海道新幹線がずた

ずたになります。それを復旧するのに JR東海は全力を挙げます。そうすると、では、リニ

ア新幹線はどうするか。初めから国が入って、JR 東日本や JR 西日本と一緒に造ればいい

のです。そのような万が一のことも考えた国の経営ができないのは田舎者です。将来、必

ず起こる災害のことを考えて、被害がどうなるか、そうならないようにするにはどうすれ

ばいいかということを考えなければいけません。 

 南海トラフ巨大地震は、物理被害からしてスーパー広域災害です。社会経済被害もスー

パー広域災害になります。ですから、どちらの国難災害もスーパー広域災害になるのだと

いうことです。少なくとも日本にいる限り、その影響からは免れられません。でも、起こ

るなら、先に南海トラフ巨大地震が起こる方がいいです。首都直下地震が先に起こってヘ

ッドクォーターがなくなってしまい、後は勝手にやれと言われたら困ります。 

 われわれ以上に心配なのは、東日本大震災の被災地です。今は政府におんぶにだっこで

すから、東京が被災したら、「東日本？ そんなもの勝手にやれ」「お金？ そんなものあ

るか」となります。そういうことを東日本大震災の被災地が分かっているかどうかです。

ケアをしたくてもお金がないという時代が必ず来るのです。 
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 図5に詳しく書きましたが、政府の緊急事態に対する順序の理解が間違っています。安保

法制の整備の前に、国難に備えて憲法改正を行い、災害対策基本法の実効性を確保しなく

てはいけません。首都直下地震が起こったら、アジアにおいては中国が覇権を握り、アメ

リカ合衆国と直接対峙するようになります。国際社会から日本は忘れ去られます。このよ

うなことが、政治経済の指導者にきちんと理解されていないのは国の不幸であり、それが

結局、国が駄目になる大きな原因だと思うようになりました。 

 

4.被災シナリオ―社会インフラの中断 

 では、具体的には一体どんな問題が起こるのでしょうか。例えば、山手線、首都高速、

羽田空港、東京メトロ、東海道新幹線、金融決済システム、東京・川崎・横浜港が 1 カ月

利用不能、都心 4区において ICT が不全になったらどうなるか。このような具体的な被害

が出てきたら、職場、自治体、家庭、学校などの被る社会経済被害を考えるようになるで

しょう（図6）。漠として、95 兆円の被害、9800 万 t のがれき、2万 3000人の死者と言われ

 

5  
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ても、「うーん、すごいね」で終わってしまいます。もっと身近なところで、こんな被害に

遭ったらどうなるかということを考えないと、なかなかみんなそれに対して動いてくれな

いのです。 

 例えば山手線の 1日の乗客は 250万人、その 63％は通勤目的です（図表7）。この情報は

JR 東日本から出ているものです。山手線は渋谷や新宿など、いろいろなところで他の鉄道

路線とジョイントしていて、主要ターミナル駅を兼ねています。だから山手線が止まると、

首都圏の鉄道網全体がまひ状態になってしまいます。山手線が 1 カ月不通になるだけで、

7600 億円の損失です。首都圏の鉄道網が 1 カ月不通になると、5 兆 2000 億円の損失が出ま

す。 

 羽田空港が 1 カ月利用不能になる場合、羽田空港が使えないということは、東京の経済

活動が停止しており、ホテルなどが普段のように利用できないことが想定されるので、成

田空港がたとえ無傷でも、国際線旅客数は激減するでしょう（図表8）。成田・羽田空港の

利用客数は年間 9300 万人、貨物量は年間 280 万 t（1 日 7600t）です。首都圏に必要な食料
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は 1 日 2 万 t ですから、比較すると、1日 7600t 操作しているというのは、いかに大きいも

のかということが分かります。もちろん食料だけではありませんが、価値のあるものは航

空便で送ってきますから、そういうものと対比したときに、オーダー的には変わらないと

いうことは大変重要だということです。 

 首都高速が 1 カ月利用不能になる場合、首都高速は 10.2％の被災になるとされています

（図表9）。ということは、国道 1 号など一般国道も 9.1％と大部分が通行止めになっている

可能性があります。10 分の 1 程度かと思われるかもしれませんが、そうではないのです。

物流の大半は道路輸送なので、渋滞が起こります。特に東京電力が一時的にしろ停電する

と、信号が付かないので、身動きができなくなります。計測震度 7、6 強、6弱は、全てタ

マネギ状、円弧状になるので、真ん中が一番入りにくくなります。阪神・淡路大震災は、

海沿いに神戸、芦屋、西宮、尼崎とずっと被災地が並んでいたので、海から入れるという

メリットを持っていました。しかし、今回はタマネギの芯の部分になかなか近付けないの

で、救援物資や支援物資が避難所に届かなくなります。首都高速の通行量の 25％が貨物輸

送ですから、首都に物が入らないという問題が出てきます。 

 

9  
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 それから、都心 4 区における ICT の不全が生じた場合です（図表10）。もともと日本は

ICT が非常に弱いです。これが経済発展のボトルネックになっていて、仕方がないから、

ロボットで何とかしようとしています。基本的に日本は ICT では落ちこぼれてしまってい

るのです。それでも、都心 4 区では ICT が中心になっているので、それが機能しなくなる

と、本当に不全になってしまいます。日常の企業活動に必要な設備機器が使用不可となっ

て、そこが核（コア）にならないという状況が起こるのです。 

 だから、リニア新幹線の東京のターミナルを品川なんかに造るのをやめろと言っている

のです。リニアの駅が壊れるからではなく、そこが一番大きな被害を受けて、地上のファ

ンクションが大きくやられるからです。今は地権者の了解がなくても、地下 40m 以下に地

下鉄を造れるので、50～60km 離れたところにリニアの駅を造って、そこと都心とを高速鉄

道で結び、いったんそこで乗り換えるようにすればいいのです。日本はそれをしません。

東京メトロと私鉄が相互乗り入れするのは便利だけれど、ハリケーンが近付いてくるから

事前に地下鉄を止めるというようなことが日本ではできないのです。そんなことをしてし

まったら、家に帰れない人が 100 万人単位で出ます。ニューヨークは、ハリケーンサンデ

ィのときに、1 日前に地下鉄を止めて車両を全部上げました。だから、高潮浸水が起こっ

ても、1週間目に仮復旧したのです。地下鉄の車両を地下に置いたままで水に漬かったら、

チェコのプラハで 6カ月動かなかったという例があるように、長期に地下鉄はまひします。 

 なぜこんなふうにしたのかといったら、便利だからです。だから、ニューヨークの地下

鉄は、主としてマンハッタン地区しかサービスしていません。外へ出るには、ペンシルベ

ニア駅やグランドセントラル駅でアムトラックに乗り換えます。乗り換えるのは日常的に

は少し不便です。でも、何か起こったときに、ニューヨークの地下鉄を止めたら帰宅困難

者が出てくるかというと、出てきません。そのように、日本社会のリダンダンシーは非常

にまずくなってしまっています。便利さを追求するあまり、そのハードルがどんどんなく

なってしまって、いったん何か起こると一気に広がってしまうのです。 
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 次は、東京メトロが 1 カ月利用不能になる場合です（図表11）。東京メトロは首都圏の輸

送人員の 30％を担っていて、年間 24億人と数も半端ではありません。1日当たり、山手線

は 250 万人ですが、東京メトロは 630 万人です。だから、東京メトロはいつ乗っても、人

がたくさん乗っています。東京メトロに、1 カ月不通になったらどうするのか聞いたら、

「そんなことは起こらない。阪神・淡路大震災の後、柱を補強したし、耐震性は全部問題

ない。だから長くても 1 週間だ」と答えるので、「電気はどうするのだ。東京電力は 1 週間

で復旧するのか」と聞いたら、「それは考えてない」と言いました。これはまずいのではな

いでしょうか。東京沿岸の古い火力発電所は、耐震設計、液状化対策をしていないものが

大半です。後からはできないので、今、だましだまし使っています。「これが被災したら、

地下鉄は動かない」と言ったら、「それは東京メトロの所掌する範囲ではない」とか何とか

言っていました。ハードしか対策していないのです。ハードが大丈夫でも、ソフトが影響

を受けます。東京メトロが被災しなくても、相互乗り入れしている電車が動かなくなりま

す。便利さを追求していくと、その便利さの前提条件が駄目になってしまったら、突然不

便になるのです。 

 東海道新幹線が 1 カ月利用不能になる場合については、東海道新幹線は東京―大阪間の
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旅客流動量の 72％を担っています（図表12）。だから、飛行機では 3 分の 1 も担っていな

いのです。そうすると、被災地から外に出ようとしたときに、新幹線が止まっていると、

出られないという問題が出てきます。広域避難に非常に時間がかかります。 

 金融決済システムが 1 カ月利用不能になる場合については、今、金融決済システムは、

日銀のシステム、メガバンク、地方銀行、証券会社、その他と五つあり、1 日で動いている

金融取引額は 639.3 万件で 151兆円です（図表13）。これは日銀が 2014 年の成果として発表

した数字です。これが一時的にしろ止まることは、すごいインパクトです。経済というの

は実体経済だけではなく、1 週間先、1年先、20年先と、将来を見越した取り引きがその中

にたくさん入っています。今、電力会社はイランと、20 年先、イランの石油を 1 バレル幾

らで独占的に購入するという交渉を行っています。それも全部ご破算になります。その影

響がどこまで及ぶかがよく分からないという問題が出てきます。ですから、円相場、株価、

国債利率などが不安的な動きを加速し、企業活動全体が縮小します。中国の景気が少し悪

くなってオイルの値段が下がったら、世界経済全体がまひ状態になりました。オイルの値
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段が下がったら、みんな車に乗るようになって、もっと景気が良くなるというような単純

な世界ではないのです。特に途上国が本当に困った状態になっています。それは産油国で

あろうとなかろうと、オイルの値段が落ちるということが、消費行動にダイレクトに効い

てきて、世界経済全体が収縮する状態になっているということです。こういうことが首都

直下地震が起こったときに、わが国でも起こらないという保証はないのです。 

 東京・川崎・横浜港が 1 カ月利用不能になる場合については、港湾は社会的にあまり大

きな問題だと思われていない悲しさがあります（図表14）。被害額と新聞等でキーワードが

出てくる頻度の関係を他の 10 語と比べると、「港湾」は、使われる頻度が一番少ないのに、

被害が甚大なのです。皆さんも、横浜・川崎・東京港が機能しなくなったときの被害を想

像すると、「大きいかなあ」という程度でしょう。しかし、実体経済においてこの三つの港

が占めている割合はかなり高いのです。つまり、災害が起こっても恐らく話題にならない

けれど、これに起因する被害が甚大であるという特徴があるのです。ということは、東京・

川崎・横浜港が、首都直下地震が起こったときに機能するように、社会インフラを整備し

なくてはいけないという声はほとんど無視されます。港なんかそんなに使っていないでは

ないかという論理で、先行投資が進まないという問題が出てくるのです。 

 そのようなことをきちんと評価しなければ、例えば首都圏でガソリン・軽油があっとい

う間になくなって、補給できないという問題が起こることは、三つの港の鉱物性燃料輸入

額 7 兆 6000億円という数字から容易に推測できるのです。日ごろ私たちが大切に思ってい

るもの、大切に思っていないものが、本当にそうなのかを考えなくてはいけません。大切

に思っていないところは対策を講じないので、そこが被災したら甚大な被害になる、まさ

に港湾がそうだということが、研究を通して分かってきました。南海トラフ巨大地震でも、

太平洋に面した西日本の特定重要港湾は何らかの被害が出るので、食料などの輸入すると

きに、それがボトルネックになるということも、この研究で分かってきました。 

 東日本大震災の反省は、何をやるにも、防災を最初にやらなくてはいけない。終わって

から防災のことを考えると、初めから防災をするよりもはるかにコストも期間もかかると
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いうことです（図表15）。 

 

5.超巨大複合災害の危険性 

 大災害は、長期的にはどのような頻度特性を持っているのでしょうか（図表16）。たまた

ま私は 30 代から歴史にとても興味があったので、古文書を読んで、確実に 1000 人亡くな

っている災害をピックアップすると、1500 年間に 99 回、つまり大体 15 年に 1 回起こって

いたのです。台風に伴う高潮や洪水はあるときに集中していまが、地震や津波はばらけて

います。ひずみエネルギーがたまって、プレート境界地震が起こって、それに伴って津波

が起こるということが、頻度分布特性にも反映されているということです。ともあれ、15
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年に 1 回起こっていたものが、明治以降は 6 年に 1回になっています（図表17）。天変と地

変は仲良く 13 回ずつ、26 回起こっています。1868 年から現在までの約 150 年間÷26 で、

約 6 年に 1 回のインターバルで起こっているということになります。 

 それはなぜかというと、人口が 4 倍以上になり、危ないところに住む人が増えたからで

す。例えば、神戸から大阪に国道 2 号が走っていますが、国道 2 号は江戸時代、海岸線だ

ったのです。海側を埋め立てて、そこに国道 43 号が走り、阪神電車が走りました。今、阪

神電車はほとんど連続高架になったからいいのですが、昔は地上を走っていました。そん

なところに人がたくさん住んでいるのです。しかも、この近くはみんな海抜ゼロメートル

地帯で、1930～1980年の 50 年間、地盤沈下に襲われています。知らないだけでゼロメート

ル地帯に住んでいるのです。だから、津波が来たら、その差し引きで浸水が深くなり、水

が抜けないという問題を多くのところは抱えています。 

 しかし、100人を超える死者は、少なくとも 21 世紀に入ってからは東日本大震災を除い

て出ていません。ということは、日本は中小災害に対する防災力は確実に向上しています。

でも、たまに起こる巨大災害は相変わらず起こっているという構図が実は続いています。

ですから、これからのわが国の防災対策は、100 人といっても非常に大きな被害ですから、

これをもっと少なくしなければいけません。鬼怒川の水害でも、まともだったら、3 人と

いう死者で終わるわけがありません。ラッキーなことが三つも四つも重なったからそれで

済んだわけで、そうでなかったら、間違いなく 2 桁以上は出ていたでしょう。そして、今

日、話題にしている国難が起こらないようにしないと、とんでもない被害につながります。 

 これまで、国難に準ずる超巨大複合災害は、9 世紀中頃、18 世紀初頭、19 世紀中頃の 3
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回起こっています（図表18）。3 回起こっているということは、4 回目もあり得ます。少な

くとも、disaster にならないけれども、hazard になるような巨大複合災害が起こるというこ

とは間違いありません。それは、首都直下地震、南海トラフ巨大地震、富士山の噴火、東

京湾の高潮、荒川・利根川の洪水氾濫の組み合わせで起こる危険性があります。 

 図表19の赤い部分は、首都直下地震が起こったときの社会経済被害を定量的に評価した

項目です。評価しなくてはいけない項目が 30 あるうち、赤く書いてあるのは 10 だけです。

30 のうち 10 しか定量的に評価できませんでした。後のものは無視せざるを得なかったの

です。定量化する方法が分からないからです。首都直下地震の被害額が、定量的に評価で

きた 10 項目だけで 95 兆円ということは、分からない項目を入れたらその 3 倍の約 300 兆

円の被害が出るということです。長い間、そのような評価をしていると、細かく議論しな

くてはいけないのですが、およそこれぐらいになるのではないかということは見えてきま

す。これが研究のいいところです。研究をしなかったら当てずっぽうなのですが、研究を

していくと、前が見えてくるようになるのです。だから、首都直下地震の被害が過小評価
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されているということは、現時点でも間違いありません。だから、図20に書いてある 9800

万 t のがれき、2 万 3000 人の死者、95 兆円の被害額などというのは過小評価です。でも、

これが政府の公式見解ですから、正面切ってそうは言えません。でも、これが過小評価で

あることは間違いないでしょう。このような地震が起こると国難になります。これは昨年

も申し上げました。 

 それ以外に、プレート境界地震になると、津波がやってきます（図表21）。でも、東京湾

の場合は、津波はあまり心配しなくてもいいということが歴史的に分かってきました。東

京湾沿岸に縄文遺跡も貝塚も多く残っているからです。品川の近くでモースが見つけた大

森貝塚もそうです。残っているということは、津波の被害に遭っていないということです。

西日本はそれに比べると、縄文遺跡や貝塚が少ないのです。大阪ときたら 1 個しかありま

せん。特に西大阪から東大阪にかけては、全く縄文遺跡がありません。なぜないのか不思

議だったのですが、津波で流されたと分かったのです。このことは、今から 30 年前、35 歳

ぐらいのときに考えつきました。コメは暖かいところで採れるのに、なぜ東日本に人口重
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心があるのかと疑問に思って計算したら、結構大きな津波が来ると分かったのです。東大

阪でも、生駒の麓まで大きな津波が来ると分かりました。コンピューターで東大阪地区の

淀川と大和川が運んできた沖積土砂を全部取り去って、マグニチュード 8.4 の南海地震を

起こしたら、河内長野に 6m の津波が来たのです。これだなと思いました。大阪のことを

「浪速」と言うのは、上町台地の一番北側、今の天満橋のところで、満潮と干潮で 1.6m の

差があり、流速が 6m/秒にもなったからではないかと思います。自分一人で悦に入って、

「だから浪速と付けたのだな。しかし、津波の問題はちょっとやそっとのことでは解決し

ない。今は他にやらなくてはいけないことがたくさんあるから、老人になるまで放ってお

こう。考古学的なことだから、退職したら趣味でやってもいいな」と考えていました。 

 そうしたら 2011 年に東日本大震災が起きて、マグニチュード 9.1の地震が来ました。巨

大な津波が大阪湾に入ってきたというシミュレーションの結果が絵空事ではなくなったの

です。鈴木先生たちとの共同研究で、大阪湾の海底地形をきちんと復元したら、昔とんで

もない津波が大阪湾にやってきていたことが分かりました。瀬戸内海もそうです。だから、

縄文遺跡は全部流されていたのです。これはすごい発見です。遺跡考古学は遺跡が残って

いないと手も足も出ませんが、津波考古学といって、遺跡がなくても、津波で流されてな

くなるということが分かれば、そこで考古学が成立します。副次的に研究をしながら、新

しい現実を見つけ出したのです。このように研究は、やればやるほど、昔やっていて、ク

エスチョンマークとして残っていたことと突然つながったり、あるいは新しい方向が見え

てきたりすることが一番の魅力です。 

 

6.一極集中都市・東京 

 江戸幕府は、倒幕運動と開国要求によって倒れたと考えられています。しかし、1854 年、

1855年、1856年と 3年連続で図表22のような巨大複合災害が起こりました。これによって、

幕府の金庫が空になり、大工の手間賃が 10倍になって、特に住宅の復旧・復興がなかなか

できず、国民の不満がたまっていたところに内圧と外圧が働いて江戸幕府が倒れ、明治維
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新政府になったと考えることができます。ですから、東日本大震災の復興の緒について、

首都直下地震が起こって、南海トラフ巨大地震が起こってしまったら、日本は駄目になっ

てしまいます。日本は、首都中枢機能が東京へ過度に一極集中しています（図表23）。世界

を見ると、ドイツとアメリカ合衆国はどちらも連邦国家なので、中央集権国家のように首

都に全てのファンクションが集まっていません。それは、東西冷戦のときに、例えば経済

はニューヨーク、政治はワシントンなど、どこかに経済や政治を集中させないためでもあ

りました。日本は政治、経済、文化、全て東京に一極集中しています。それは、経済効率

がいいからです。エキサイティングになる、イノベーティブになるというメリットがある

ので、そこから離れられないのです。東京に住んでいる人がなかなか田舎に住もうとしな

いのは、その街に魅力があるからです。それはいいのですが、災害が起こるとそれが仇に

なります。 

 首都機能を支えているのはロジスティクスであり、①ひと、②もの、③情報、④資源・

財源です（図表24）。①は人流です。東京はどこへ行っても大勢の人がいて、人が多く集ま
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るイベントも多いです。ラッシュアワーの人の多さは世界一です。②は物流です。大量の

食料、貨物、自動車が首都高や道路に溢れています。③は各種大量の情報です（図表25）。

これは将来に関する情報が大量に含まれています。つまり、被害がバーチャルに広がる可

能性があります。④は人材、金、株、国債、証券、電子決済、ATM、資源（石油、液化天

然ガス、鉄鉱石、レアメタル、水）です。東京に物はなくても、その経済取引が東京で行

われています。東京はリアルワールドとバーチャルワールドの両方を兼ねたファンクショ

ンを持っているのです。 

 

7.災害対応の課題と提言 

 そして、これからの災害対応で一番必要なのは情報連携です（図表26）。人と防災未来セ

ンターでも中核プログラムで行ったことがあるのですが、広域連携ができないと、現実的

な自治体間の応援の費用負担の問題が出てきます。例えば、兵庫県は関西広域連合の防災

担当で、関西広域連合は東日本大震災では対口支援でうまくやりました。しかし、それは
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災害救助法の範囲で行い、兵庫県が赤字になるような対口支援はしていません。しかも、

中国で対口支援がうまくいった、例えば都江堰と上海がペアになってうまくいったのは、

上海がフレンドリーに財政的なサポートをしたからではないのです。上海には土地開発の

余裕が全くなかったけれど、都江堰は土地開発をしていなかったので、上海は対口支援に

よって、都江堰から土地開発用地の権利をもらったのです。上海はお金を払っても、都江

堰の土地開発用地の面積を上海に付け替えるというメリットがあったということです。つ

まり、北京政府が上海は都江堰とペアを組むよう指示し、実質の利害が伴っていたからこ

そ、うまくいったのです。精神条項で、大都市は財政的に余裕があるから助けてやれとい

うだけで行われたわけではないということは、知っていただかなければいけません。広域

連携で対口支援が成功したからといって、首都直下地震や南海トラフ巨大地震で、対口支

援を大々的に長期にわたってできるかといったら、財源がないのでそんなことはできませ

ん。 

 図表27・28に挙げた問題は、一つ一つが大変大きなものです。このような問題が出てく
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るのです。マスメディアとの連携はとても大事です。しかし、今は連携のことはほとんど

ベースには上ってきません。 

 広域連携の改善はきちんとしておかないといけません（図表29）。被災地外における流通

業者の役割、被災自治体と支援自治体のマッチングシステムの確立、応援内容の時間的変

化に対応できるシステムの導入、こういったことが地域防災計画の中できちんと議論され

なくてはいけないのですが、そこまで進んでいないのです。 

 例えば奈良県は、「南海トラフ巨大地震が起こったら、和歌山県は 8万人を超える犠牲者

が出るそうで、大変だ。うちは海がないから津波が来ない、よかった」などと言っている

のです。「でも、最初に物がなくなるのは奈良県ですよ」と言ったら、「どうして」とみん

な驚きます。奈良県は広域流通物流拠点がありません。毎日大阪と京都から物を運んでい

るのが運ばれなくなったら、最初に物がなくなるのは奈良県です。そう言うと「大変だ」

と言いますが、大変だと経験しなくては分からないようでは困るのです。 

 ですから、広域的な防災体制強化の提言は、事あるごとに近畿地方整備局など、いろい

ろなところにどうするか問い掛けて、正解が一つあるわけではないので、みんなで考えな
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ければいけません。そのために、広域の防災対策強化の提言をしているのです（図30、31、
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32、33）。例えば、「広域防災体制の基本となるのは、通常の防災体制である。したがって、

想定被害の評価や被害対応計画などは都道府県レベルのものが基本になる。その上で、南

海トラフ巨大地震や首都直下地震のような広域災害となる場合に、周辺の他府県はもとよ

り、全国レベルでの情報共有システムを保持していく必要がある」という内容です。 

 今、どの都道府県も、地域防災計画に隣接県との連携は一切書かれていません。かつて

は、隣接県にある活断層が動いたらどのような被害が出るかということも想定していなか

った時代がありました。例えば兵庫県は、隣の大阪府の上町断層が動いたらどうなるかを、

地域防災計画の被害想定にカウントしていなかったのです。伊丹市では、伊丹市消防 50 年

で講演してくれと言われて行って、「伊丹市は上町断層帯地震が起こったら 2000 人が亡く

なります」と言ったら、市長が「そんなものどこにも書いていない。うちは山崎断層から

遠いから被害は少ないと思っている」と言うので、「それは兵庫県の中の話でしょう。山崎

断層よりも、隣の上町断層は豊中市を走っているのですよ。豊中市は人口 40 万人で 4000

人亡くなる。伊丹はその隣で人口 20 万人だから、半分の 2000 人が亡くなる。これをリー
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ズナブルと言うのですよ」と言ったら驚いていました。それ以降、兵庫県は改めて、他府

県の活断層が動いたらどうなるかという被害評価もするようになりました。このように自

治体というのは、自分のテリトリーの中だけを考えているのです。ずっとそうです。常総

市の避難計画では、隣のつくば市に行くということは論外で、常総市の中だけで考えてい

たから、あのようなひどい状態になったのです。何かが起こったら考えて、起こらなかっ

たら全く無視しているというのが現在の実態なのです。 

 ですから、ここでかなり具体的に、何が情報連携で問題なのかということを指摘して、

そうならないような仕組みをつくっていかなくてはいけません。私はこのことを具体的に、

事あるごとにいろいろなところでお願いしています。 

 私は幸い、これまで三重県、和歌山県、奈良県、京都府、大阪府、兵庫県、岡山県、高

知県の地域防災計画の改定に絡みました。自分一人で関西広域連合をやっているようなも

のです。ですから、今、名を挙げたところは決して無視しているわけではなく、むしろ活

発に行っているということは確認しているのですが、それでもあまりにも対象が難しいの

で、そう簡単には答えは出てきません。 

 

8.後世に残す取り組み 

 最後に、ポルトガルのリスボン大震災の話をします（図表34）。リスボン地震は今から 261

年前の 1755 年 11 月 1 日に発生しました。この地震と、それに伴う津波、火災が起こらな

ければ、ポルトガルとスペインが世界を二分するような世界地図ができていたのですが、

不幸ななことに、この 1 回の地震でポルトガルが壊滅し、勢いを失ってしまいました。そ

して、フランスがポルトガルの代わりに力を握りました。リスボン市内には今も、地震で
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つぶれ、火災で焼けた当時の教会など、いろいろなものが残されています（図35）。 

 ポルトガルとリスボン市は、頻繁に地震が起こるところではなく、1 回の地震で国がつ

ぶれてしまったのです。当時、ポルトガルの首都はリスボンから一時的にブラジルのリオ

デジャネイロに移りました。歴史の時間でそんなことは習わなかったでしょう。旧宗主国

と植民地が仲が良いというのはあまりないのですが、ブラジルとポルトガルは今も結構仲

が良いです。ポルトガルが一番怖がっているのは、地震や津波が頻繁に来ないので、みん

な忘れてしまっていて、次に来たときにまた大きな被害に遭うことです。 

 そこでリスボン市は、その地震・津波の悲劇を国家的な観点から、国民に忘れ去られな

いように、後世に残そうと努力しています（図表36）。そのため、日銀に相当するポルトガ

ル銀行が全面的なバックアップをしています。今回は、リスボン地震が起こった 11 月 1日

に行われるフェスティバルの展示会・国際会議開催を支援しました。私は国際交流基金で

現地へ行き、基調講演とパネルディスカッションとその他の会合に参加しました。国際的

なフェスティバルにしたいというポルトガル政府の意向が働いて、イギリス、フランス、
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ギリシャなども参加していました。 

 昨年 12 月 23 日の国連総会で、11 月 5日が全会一致で国際デーに認められ、世界津波防

災の日になりました。ところが調べてみると、国際デーは 125 日以上あります。皆さん、

エイズの日を知らないでしょう。私も知りません。そんなものの一つになってしまっては

まずいので、みんなに認知されるようなすてきなイベントにして、これをきっかけに、み

んなが津波防災だけではなく、災害対策に関心を持つ形に持っていければと考えました。

そこで、ポルトガルの東博史大使などと相談して、今後、日本の世界津波防災の日を国際

世界津波防災週間に拡大し、11 月 1 日にポルトガルで、5 日に日本で国際フェスティバル

を開催して、中間日にインド洋大津波やチリ地震の被災地でイベントを行い、世界的に盛

り上げる構想をつくりました。 

 構想をつくっても誰もやってくれなかったら仕方ないので、和歌山県の仁坂吉伸知事に

手紙を書きました。これは和歌山県の広村の浜口梧陵という、「稲むらの火」の主人公のエ

ピソードを、津波防災のために世界で共有しようという試みですから、当然、和歌山には

何らかの形でコミットしてもらいたかったのですが、和歌山は財政規模が小さく、毎年や

るのは無理です。そこで仁坂知事に、仲の良い高知県、徳島県、三重県、愛知県、静岡県

とコンソーシアムをつくって、外務省がお金を取ってきているので、そこで引き受けてや

るように言いました。国際的なことをしようとすると、HAT神戸にあるナショナルセンタ

ーの人と防災未来センターには 18 の国連関係の防災実務機関が集まっているので、そこ

が中心になって、国際イベントをどうするかというプロモートをする。そのような形で、

国内と国際のイベントをジョイントさせて、継続的にやろうではないかという案を仁坂知

事に伝えたら、大賛成してくれました。今度、2 月 26 日に国際デーになった祝祭を和歌山

で行うのですが、そこでもっと具体的な話をすることになりました。 

 また、国土強靭化の旗振り役は自民党の二階総務会長ですから、12 月 24日に 30 分会っ

ていただいて、国土強靭化の国民運動の最後には防災省をつくってもらいたいということ

と、これをきちんとやらなければいけないということを言いました。今の政権では駄目な

のです。今の民主党を見ていると全然駄目ですから、自由民主党はこれからも中心になっ

てやっていくでしょう。そうすると、そのときの政権にそれをフィードバックしなくては

いけないというお話をしました。二階総務会長は、「先生、帰り、自動車を用意しますから」

とおっしゃいましたが、「タクシーで帰りますよ」と言って帰ってきました。それなりに重

く受け止めていただきました。そのような形で、11月 5 日を防災に関係する世界的なプロ

モーションにつなげていきたいと考えています。政府は東京オリンピックがあり、あまり

何でも一度に言ったら都合が悪いかもしれないのでタイミングが問題ですが、そこに首都

直下地震や南海トラフ巨大地震を入れることも考えています。 
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 図37は 11 月 1日前後に行われたリスボンのフェスティバルの様子です。うれしかったの

は、ポルトガル語で「レジリエンス」と書いてあったことです（図表38）。ポルトガルはレ

ジリエンスを強化しなければいけないと一生懸命なのです。ポルトガル銀行は自分のとこ

ろのお金で古い教会を買って、それを国際会議場にして、そこでパネルディスカッション

 

37  

38  

 



比較防災学ワークショップ No.16,2016.1 

31 

を行いました（図表39）。どうしたらもっと国際的に認知されるだろうと、みんなで円卓会
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議を 3 時間もしました（図表40）。図表41の真ん中にいるのがリスボンの市長です。あとは

幹部で、全員女性です。日本は男 3 人で、東大使と私と五百籏頭理事長です。女性のパワ

ーはすごいです。 

 

 

40  

41  

 



比較防災学ワークショップ No.16,2016.1 

33 

9.防災省をつくる必要性 

 図表42は、明治以降の戦争・大災害の死者数上位 10 傑です。ピンク色が戦争、あとは災

害です。日清戦争の死者はたった 1 万 3000 人なのです。日清・日露戦争といったら、政府

の先を変えたかのような歴史の教え方がされていますが、日清戦争よりも明治三陸津波の

方が死者が多いので、災害を無視することなど許されないのです。 

 図表43は、明治時代以降、戦争、交通事故、自然災害、火災で、どのくらい亡くなって

いるかをまとめたものです。自然災害では 27 万 4000 人亡くなっていて、そのうち、1 回で

1000 人以上が亡くなった巨大災害のみを合わせると、21 万人が亡くなっています。つまり、

巨大災害の発生を止めたら、犠牲者はものすごく少なくなるということが分かります。そ

して、戦争も、交通事故も、火災も、それぞれ自衛隊、警察、消防が対応するのですが、

自然災害はその三つが直後だけ協力してくれて、後は放ったらかしです。日ごろ考えてい

ないのだから、復旧などうまくいくわけがないのです。日ごろ考えていないことは失敗す

るというのは阪神・淡路大震災の教訓です。日常業務で災害復旧・復興を考えていないと、
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全て失敗するのです。だから、日常業務として行うために、防災省をつくらなければいけ

ないと感じています。 

 前の衆議院選挙で、自由民主党が日本版 FEMA の検討を公約したので、2014 年 6 月に安

倍総理が国会で、日本版 FEMA の検討部会を設けると言いました。そして 2015 年 3 月 30

日、「危機管理組織の在り方に関わる関係副大臣会合」が設置されました（図表44）。その

3回の会合の結果、A4 の 23 ページのレポートで、「日本版 FEMA、設立見送り。現行組織

改善で対応」という間違った結論を出したのです。ほぼ全省庁の統合が必要で、巨大化す

るから組織の連携改善で対応すべきだとしています。何を考えているのでしょうか。御嶽

山の噴火、広島の土砂災害を仕切ったのとは、レベルが違うのです。今、自由民主党は人

が多く、とにかく頭角を現さないといけないので、ちょっとやったら、関係した副大臣は

それを針小棒大に「こんなことをしました」と 1 冊の本に書いて、いい思いをするのでし

ょうが、これから災害と戦争をするのに、人間側の都合を前面に出していては、災害に負

けてしまいます（図45）。 
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 だから、防災省をつくってほしいと言っているのです（図46）。名前は国民安全省でも日

本未来省でも何でもいいのです。環境省ができているのだから、防災省ぐらいできてもい

いでしょう。それで、石原信雄さんに会ってきました。石原さんは、橋本内閣のときの官

房副長官、つまり、省庁再編をしたときの事務方の責任者です。今、89 歳でお元気です。

当然、アポイントメントが必要でしたが、貝原俊民知事がまだご存命のころ、何度か一緒

にお会いしたことがあるので、西銀座の事務所に行って、お話しさせていただいたら、石

原さんが「君、やれ」と私に言うのです。「橋本内閣は何の哲学もなく省庁再編をやった。

22 を 12 にするなんていうのは間違っている。その代わり、君、蜂の巣を突いたみたいに

なるぞ。だけど、各省庁は小さくなることには絶対反対しないから、やったらいい」とお

っしゃいました。その後、元官房副長官の古川貞二郎さんが、環境省をつくったノウハウ

を教えてあげると言ってくれました。追い風が吹いているのです。 

 明治維新政府がなぜ防災省をつくらなかったのか。ヨーロッパになかったからです。な

ぜヨーロッパになかったか。災害が起こらなかったからです。それだけの話です。150年た

った今ごろになって、防災教育が要ると言っていますが、当たり前でしょう。明治維新の

とき、日本は小学校、中学校でドイツとイギリスの教科書を使いました。「防災」など書い

てあるわけがありません。もともとそれが抜けていたのです。欧米のまねをする形で政治

形態、教育内容が規定されたけれど、違うところがなければいけない、巨大な国難災害が

起こる、日本がつぶれるかもしれないということに早く気付いて手を打っていれば、こん

なことにはなりませんでした。けれども、災害が起こって少したったら忘れてしまうとい

うことが災いして、ずっとその状態できています。国難の問題はそういうことに気付かせ

てくれたということです。となると、黙っているわけにはいかないでしょう。だから、こ

れからは防災省をつくるぞと言っているのです。どこまでやれるか分かりませんが、一人

でできる話ではないので、みんなで議論しなければなりません。今日はそれを皆さま方に

知っていただきたいと思い、お話ししました。  
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